



The quantity and quality of social psychological studies
-The case of cognitive dissonance theory-
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　要　約
　社会心理学においては、研究数や研究内容が、
“時の流れ”とともに大きな変化を遂げることが
多いe．本稿では、歴史が長く、また、社会心理学
研究の発展に大きな貢献を果たしてきた「認知的
不協和理論」を例として取りあげ、関連研究の変
遷を研究数（量）と研究内容（質）の2つの側面
から検討した。その結果、「欧米においては、時
の流れとともに研究数は減少したが、内容につい
ては大きな拡がりがみられ、より実社会に対応し
た形で研究が行われるようになった」との結論が
得られた。それに対して、「わが国では、研究数
が減少し、また、内容の拡がりもみられないた
め、不協和理論研究は衰退してしまった」と結論
づけられた。わが国における不協和理論研究の実
状は、欧米の研究の追試に終始し、研究を行うこ
とへの問題意識が不明確であるというわが国の社
会心理学の問題点をあらわしており、研究を行う
こ’ ﾆの意味を問い直す必要性があることが示唆さ
れた。’
キーワード：研究数（量）、研究内容（質）、認知的
　　　　　　不協和理論
　Abstract
　The　fie！d　of　soc三al　psychology　has　undergone
various　changes　in　both　the　content　and
amount　of　its　research．　Illustrative　of　this
fact　is　the　theory　of　cognitive　dissonance，
which　has　had　a　comparatively　long　history，
and　has　contributed　much　to　the　development
of　social　psychology．　This　paper　reviews　the
literatures　of　cognitive　dissonance　theory，・
focusing　on　the　quantity　and　the　quality　of
important　studies．　One　conclusion　is　that
while　research　on　this　theory　decreased　sig．
皿i丘cantly　in　the　United　States　and　Europe，
its　content　has　diversified　considerably　and
has　taken　up　themes　that　are　more　relevant
to　contemporary　society．　The　same　cannot　be
said　of　Japan，　where　research　has　declined
in　both　quantity　and　quality．　There　is　a
pressing　need，　therefore，　to　clarify　and　re・
formulate　the　investigative　problems　being　set
in　Japanese　social　Psychological　studies．
Key　Words：quantity，　quality，　cognitive
　　　　　　　dissonance　theory’
　社会心理学には多数の研究テーマがあるが、い
つの時代でもこれらが均等に扱われているわけで
はない。時代により、脚光をあび、学会の中心と
なるようなテーマ、あるいはテーマ群があるのが
普通である（大江、1990）。Jones（1985）は、研
究テーマの増大の要因として①社会的・時代的精
神、②理論的パワー、③調査パラダイムの便宜
性、④革新者、研究所のプレステージ、⑤ファン
＊非常勤講師
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ドの優先権、⑥未開拓の分野に自由に従事できる
ことの魅力を挙げ、また減少の要因としては（1）問
題の解決、（2）経済的な行き詰まり、（3）方法論的欠
陥、（4）倫理的基準への対応性の見通しを挙げてい
る。
　しかしながら、自然科学と異なって“完全な決
着”がつきにくい社会心理学においては、“時の
流れ”が研究の行方を左右することが多いように
思われる。たとえば、ある理論の誤りが完全に証
明されたとか、ある問題が完全な解決をみたとい
うよりは、“時の流れ”といういわぱなしくずし
的な要因によって関連研究が減少していくことが
指摘されうるのである。いいかえれば、ファッシ
ョンや音楽と同様に、社会心理学研究にも‘‘はや
りすたり”が存在するといえるのである。これ
は、Kuhn（1962）のパラダイム論をひくまでもな
く、多くの社会心理学者が実感していることであ
ると思われる。
　“はやりすたり”が研究の行方を左右すること
については幾多の功罪があろうが、この問題は特
にわが国の社会心理学にとって非常に重要である
と思われる。わが国の社会心理学では「何のため
に」その事象を研究するのかという問題意識が不
明確であり（高田・白井・林、1983）、また、欧
米の研究の追試を行うという無難な選択がなされ
ることが多い（三井、1989）。その結果、欧米で
いったんあるテーマの研究がはやると、それを手
本としてわが国でも数多くの関連研究が行われる
が、欧米での流行が終おった途端にわが国での研
究もぱったりと途絶えてしまい、後には何も残ら
ないといった現象が起こりやすい。つまり、せっ
かく積み上げられた知見がその拡がりをみること
もなく、「過去のもの」として置き去りにされて
しまうのである。「目本の社会心理学はハード面
とソフト面での基礎固めが終わり、これからはい
よいよ飛躍の時期を迎えることになる」（三井、
1989）といった指摘と、「日本の心理学界が欧米
との共通の土俵に立った場合、果たして交換価値
のある研究となり、方法論なりの蓄えがあるので
あろうか」（黒田、1987）とρ問題提起のアンビ
バレンスは、欧米の研究の“はやりすたり”に大
きな影響を受けている（また受けざるを得ない）
わが国の社会心理学の現状を如実にあらわしてい
ると考えられるのである。
　ところで、“時の流れ”は研究数のみならず、
研究内容の変化ももたらすと考えられる。また、
「数多くの研究が、論文として発表された時点で
その使命を終えてしまい、論文数に比して得られ
た知見はきわあてわずかである」（三井、1989）
との指摘は、研究数だけでは研究によって得られ
た貢献の大きさを評価するのが困難であることを
示唆している。そこで、本稿では、tt時の流れ”
による社会心理学研究の推移を、研究数（量）と
研究内容（質）の2つの側面から検討し、それと
ともに社会心理学研究を行うことの意味を問い直
してみたい。社会心理学研究についての見直し
は、欧米では「社会心理学の危機」をめぐる論争
（Gergen，1973；≡三井、1986；Ring，1967など）
など以前よりしぼしば行われているところである
が、わが国ではまだまだ少ないのが実状である。
しかしながら、わが国の社会心理学が今後さらに
発展するためには、こうした検討を行っていくこ
とが不可欠であろう1）。
　なお、社会心理学研究の代表として本稿で取り
あげられるのは「認知的不協和理論」（Festinger，
1957）をめぐる諸研究である。認知的不協和理論
は社会心理学における一大理論となっており、特
に1960年代～70年代前半を通じて、莫大な数の関
連研究とともに社会心理学研究の中心的役割を果
たしてきたのである（JOIles，1976など）。しかし
ながら、一時期の隆盛をきわめたその不協和理論
も、今日ではもはや「時代遅れのもの」となり、
「活発に研究されなくなっている」という指摘
（Aronson，1980；Bagby，　Parker＆Bury，1990
など）fO：一一一方ではなされるようになった。つま
り、理論の提唱からおよそ40年が過ぎ去ろうとし
ている“時の流れ”の中で、不協和理論をめぐる
状況も大きく変わってきたのである。これほど影
響力が大きく、長い歴史をもった単一の社会心理
学理論は数少ないものであり、本稿でケースとし
て取りあげるには最適であると思われる。
1．研究数の推移
　まずは、研究数の推移とその推移の背後にある
要因について概括していきたい。
　1959年から94年までの不協和理論に関連する研
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　　　　　Figure　1．認知的不協和理論に関する文献数の推移
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　※1959～74年までは、林・白井・高田（1981）のデータを利用。
　　1975～94年までは、“Psyclit”のデータを使用。
究発表数の推移を示したのがFigure　1である。
図から見てとれるように、1960年代を通じて研究
数は増加傾向にあり、それが69年を頂点として減
少傾向に転じている。特に80年代後半になるとそ
の減少は著しい。しかしながら、90年代に入ると
この減少傾向には歯止めがかかり、絶対数として
は少ないものの依然として研究は継続されている
のである。
　①60年代において不協和理論が隆盛をみた理
　　由
　Cooper（1992）は不協和理論が大きな影響力を
もちえた理由として、（1）単純な（straightfoward）
理論で、仮定や必要条件がごくわずかであるこ
と、（2）斬新な理論であり、当時の有力な理論に大
胆に挑戦する内容であったこと（特に強化理論全
盛の時代にあって、それに真っ向から立ち向かう
仮説が不協和理論からは導かれた）、（3）広範囲に
わたる社会的行動が扱えること、（4）Festingerの
共同研究者たちが優秀であり、熱心に研究を行っ
たこと、を挙げている。すなわち、不協和理論
は、“単純性”、“斬新性”、“応用性”という流行
には不可欠の要素を兼ね備えていたために「はや
った」と考えられるのである。
②70年代から80年代を通じて研究数が減少し
　た理由
まずは、（1）不協和理論が「はやり」となってし
まったことそれ自体が、研究数の減少を招いたこ
とが考えられる。つまり、関連研究の氾濫によ
り、「飽きられてしまった」のである。特に、不
協和理論の提唱の当初は、これまでの理論からは
考えられなかったような新しいことを発見する
「発見志向」型（discovery　oriented）の研究が多
数を占めていたのに対し、研究の増加とともに、
理論の検証や実験手続きの妥当性といったことを
確認するための「確認志向」型（confirmation
oriented）の研究に主流が移っていったことが指
摘されている（Silverman，1977）。これら「確認
志向」型の研究の氾濫は結果として“斬新性”、
“応用性”といった不協和理論の長所を一時的に
もそぐことにつながったのである。
　また、（2）関連研究の増加により、不協和理論は
社会心理学における一つの確立されたパラダイム
として位置づけられてしまい、それゆえ「時代遅
れの退屈なもの」になってしまったことが指摘さ
れている（Aronson，1980）。「新しいものほど好
まれる」という一般的傾向や、研究者に対する独
自の革新的な貢献への期待により、社会心理学者
は10年も前の理論やアイデアには背を向けてしま
う傾向が強いのである（Berkowitz＆Deville，
1989）。
　しかしながら、（3）不協和理論の研究それ自体の
問題というよりも、社会心理学のトレンドが70年
代に変化してしまったことに原因を求める立場が
ある（Bem，1972；Berkowitz＆Devine，1989）。
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すなわち、70年代の中頃より、社会心理学の研究
は純粋に認知的なアプローチが主流になったた
め、認知と動機を融合させた不協和理論はそれか
らはずれてしまったという指摘である。
　さらに、（4）社会心理学の研究トピックは、一般
的な文化や流行といった外的な要因に大きく左右
されるという主張がある（Gergen，1973，1978；
Innes，1980）。不協和理論の研究が増加した60年
代というのは不確実性の時代であり（たとえば、
ベトナム戦争、公民権運動などアメリカ内外で大
きな社会的事件・運動が相次いだ）、そのような
時代には、「自己」がむしぼまれ、自分の行動は
知らず知らずのうちに第三者によってコントロー
ルされているのではないかという不安感がつの
り、それが不協和理論の人気の背景になっていた
というのである（Rosenberg，1970）。その後、行
動をコントロールするのは第三者ではなく、何よ
りも「自己」であるとみなされる傾向カミ強まった
ために、個人内の認知的プPセスに焦点をあてる
帰属理論が、人気を博すようになったことが指摘
されている（Sampson，1977）。
　③90年代において研究数に若干の増加がみら
　　れる理由
　まずは、（1）社会心理学における「動機」概念の
復活が考えられる。最近になって動機の役割は再
ば注目を集め始めており（Kunda，1990など）、認
知と動機を融合させた理論もいくつか提唱されて
いる（Swam，1984など）。それにより、本家本元
である不協和理論が再び注目を集めていることが
指摘されるのである（Aronson，1992）。
　しかしながら、（2）1987年にアメリカ心理学会が
主催した不協和理論誕生30周年記念のシンポジウ
ム、また35周年を記念した‘‘Psychological　In．
quiry”誌での特集というように、一連の「お祝
い事」が研究数の増加をもたらしていることも否
定できないのである。
1．研究内容の推移
　大橋（1979）は、社会心理学研究をその内容か
ら①トピヅク優先型（具体的現象そのものの解明
に力点）、②理論優先型（特定の理論の検証、展
開に力点）、③技法優先型（特定技法の開発、応
用）に分類している。これらの厳密な区別は難し
いと思われるが、ここでは、①を「応用研究」、
②および③を「基礎研究」として議論を進めてい
きたい。
　上述したように、不協和理論の長所としてその
応用性の高さが挙げられることが多いのだが、実
際に応用研究の内容をみていくと、多種多様な社
会的行動・問題が取りあげられているのである。
すなわち、国際関係（Auerbach，1986）や選挙
（Baas＆Thomas，1980）などの政治的問題、消
費者行動（Geva＆Goldman，1991）やマーケテ
ィング（Cummings＆Venkateson，1976）など
の経済的問題、道徳的発達（Rholes，　Bailey，＆
McMillan，1982）や社会化（Amerio，　Bosotti，＆
Amione，1978）などの教育問題、アルコール中毒
Figure　2．掲載誌に占める心理学以外の雑誌の割合
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（John，1991）やダイエット（Axsom＆Cooper，
1985）などの臨床的問題、家族問題（Donovan＆
Jackson，1990）や環境問題（Kantola，　Syme，＆
Campbell，1984）など、マクPレベルからミクP
レベルの問題まで不協和理論は幅広く適用されて
いるのである。
　ところで、こうした応用研究の発表年は、80年
代、90年代に集中しているように思われる。つま
り、不協和理論の研究は80年代以降、基礎的なも
のから応用的なものへと主流が移りつつあるとい
う仮説がたてられるのである。そこで、応用研究
と基礎研究を分ける一つの目安として、不協和研
究の掲載雑誌に占める心理学以外の雑誌の割合を
1964年から5年ごとに追ってみた（Flgure　2）。
なお、ここでは、雑誌のタイトルに“psycho”と
いう語が入っているかいないかによって雑誌の区
分を行っており、心理学以外の雑誌には、“En・
vironment　and　Behavior”、“Journal　of　Mar・
keting　Research”、“Journal　of　Marriage　and
the　Family”などが含まれている。
　Figure　2からは、80年代以降においては、不
協和研究が発表される場としては、心理学以外の
雑誌が多くを占めるようになっていることが読み
とれる。これは、80年代以降に不協和研究の内容
が基礎から応用へと移り変わってきていることを
示唆するものである。また、同じ心理学系の雑誌
の中でも、最近は“Journal　of　Applied　Social
Psychology”、“Politica1　Psychology”といった
応用系の雑誌に研究が発表されることが多くなっ
ている（Dickersonら、1992；Gevaら、1991；
Kalltolaら、1984など）こともこの裏付けとなっ
ている。
皿．日本における不協和理論研究
　Figure　3は、わが国における不協和理論の研
究数の推移を示したものである。
　わが国においては、1970年代初頭より80年代
前半にかけて研究が活発に行われてきたことが
Figure　3からうかがえる。欧米よりもかなり（約
10年ほど）遅れて研究が活i発になったのは、①不
協和理論の翻訳本がわが国では8年遅れた1965年
に出版されたこと、②わが国の社会心理学研究は
良くも悪くも欧米の研究を手本として行われてい
ること、が原因として考えられる。しかしなが
ら、80年代以降は研究がほとんどなされなくなっ
てきているというのが実状である（ただし、ごく
最近では吉田（1995）の研究がある）。
　一方、研究内容については、「不充分な正当化」
についての検討（萩原、1980；林ら、1981；高田
ら、1973、1983など）や自己知覚理論との関連性
についての検討（萩原、1976；山口、1982など）、
強制承諾状況の検討（広瀬ら、1985；工藤、1977
など）といった欧米で不協和理論研究として確立
されたパラダイムについての再検討が中心となっ
ている。つまり、研究内容は非常に狭い範囲に限
定されているのであって、いわば、欧米の基礎研
究の追試にとどまり、応用研究への拡がりはみら
れないといえるのである。
Figure　3．日本における研究数の推移
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‘本稿においては、まず欧米を中心とした不協和
理論研究の変遷が研究数（量）と研究内容（質）
の2つの側面から辿られた。そこから得られる結
論は、「不協和理論研究は70年代以降、“量”は減
少してきたけれども、“質”も変化し、より実社
会に対応した形で研究が行われるようになってき
た」ということである。これを不協和理論の衰退
ととらえるか、それとも発展ととらえるかは判断
の難しいところである。なぜなら、“量”のうえ
では不協和理論が昔日の力を失っていることは明
らかであるが、社会心理学研究の本来の目的を考
えた場合、その“質”は発展しているともいえる
からである。つまり、「よい理論ほど、実践的な
ものはない」というLewin，　K．の言葉どおり、
社会心理学研究は本来「現実世界」の現象に応用
され、問題解決に役立てられねぽならないもので
ある（Stephenson，1988）。たとえば、「社会心理
学の危機」論争の中で、Ring（1976）は多くの社
会心理学研究は社会生活における重要な問題を何
一つ取りあげていないとの批判を強く行ってい
る。こうした観点からみると、不協和理論は現在
なお発展中であると結論づけることも不可能では
ないのである。なお、経済学者たちの間で不協和
理論が特にこの10年間人気を博していることが指
摘されており（Davis，1993）、不協和理論がその
活躍の場を心理学以外の学問領域にまで拡げてい
ることもこの結論の裏付けとなるであろう。
　それに対して、わが国においては、不協和理論
の研究は既に衰退してしまったと結論づけること
が可能である。なぜなら、研究数の減少ととも
に、欧米のような研究内容の拡がりがみられない
からである。いわぽ、不協和理論はもう「過去の
もの」（よくいえば“古典”）となってしまったの
である。
　先に述べたように、欧米で不協和理論の研究が
減少したのは、「確認志向」型の研究の氾濫や研
究数の増加によって斬新性が減少したこと、純粋
に認知的なアプローチに主流が移ったこと、ま
た、時代背景の変化といったことに原因が求めら
れている。つまり、Jones（1985）が挙げた研究の
減少の要因（問題の解決、経済的な行き詰まり、
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方法論的欠陥、倫理的基準への対応性の見通し）
ではなく、t（はやりすたり”といった要素が大き
いと考えられるのである。“流行は繰り返す”と
いわれるが、90年代に入って再び不協和理論が注
目を集め始めていることも、不協和研究の趨勢が
（Cﾍやりすたり”の影響を受けていることを示し
ていると思われる。
　しかしながら、研究数の“はやりすたり”とは
独立に、その内容については、より多様な問題へ
の適用へと大きな拡がりがみられてきたのであ
る。この背景には、「欧米においては、研究費の
申請に際しては、その研究の重要性、社会的意義
が問われる仕組みになっており、研究老は何らか
の形で自らの研究結果を社会に還元することを意
識せざるを得ない状況に置かれている」（三井、
1989）という事情があることは間違いない。しか
し、これを逆にとれぽ、実社会に対して何らかの
貢献を行えるかぎり、ある理論やテーマは生き残
ることができるのであり、そうした事情が不協和
理論研究を存続させ、また、実社会に適応するよ
うな形での研究を促してきたともいえるのであ
るe’
　一方、わが国では、「欧米でははやりではなく
なったから」という漠然とした意識の広まりが研
究数の減少を招いたことが指摘されうるのであ
る。なぜなら、欧米の研究を手本として研究が行
われることの多い（三井、1989）わが国の社会心
理学では、欧米における研究数の趨勢に研究テー
マが左右される傾向が強いからである。わが国に
おいて不協和理論研究が内容の拡がりをみること
がなく（現実世界の問題に応用されることがな
く）衰退してしまったのは、わが国の社会心理学
がこうした「アメリカの研究を手本とした本歌取
り」（田中、1992）に終始し、内容を拡げるトこと
をおろそかにしてきたことをあらわしているとも
いえるのである。
　もちろん、わが国では「社会の要求や要請に応
えなければ研究の基盤が失われるといった緊張感
が乏しい」（三井、1989）という研究者側の問題
に加えて、応用研究を進めるための社会的基盤
（ファンドや施設の不備、また、専門家の意見が
あまり尊重されないことなど）が確立されていな
いことも、基礎研究から応用研究へと拡げていく
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ことを難しくしているであろう。また、本稿の議
論は不協和理論研究のみを取りあげているという
制約もある。しかしながら、わが国における不協
和理論研究の実状は、「現実の社会問題ではなく、
米国の雑誌論文を研究の出発点としている」（大
橋、1980）、「何のためにその事象を研究するのか
という問題意識がわが国の社会心理学者には欠如
している」（高田・白井・林、1983）、「研究スタ
イルを仮説検証型から問題解決型へと軌道修正し
ていく必要がある」（三井、1989）といったわが
国の社会心理学に対する疑念や示唆の妥当性を示
すものに他ならないと思われるのである。今後、
わが国の社会心理学が欧米と共通の土俵に立ち、
世界に大きな貢献を果たしていくために、「研究
することの意味」（何のために研究を行うのか）
を研究者一人一人がよく考えてみる必要があるの
ではないだろうか。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1997．7．8　受理）
注
1）わが国の社会心理学の現状やその問題点について
　の検討は、三井（1989、1995）、黒田（1987）、佐藤
　（1991）などがある。
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